熊本市人権啓発市民協議会人権教育・啓発事業助成金交付要綱
（趣旨）

第1条　この要綱は、熊本市人権啓発市民協議会の会員が行う、講演会、研修会等の人権教育・啓発事業に対する助成金の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第2条　この要綱において、人権教育・啓発事業（以下「事業」という。）とは、会員が組織内部で行う、人権に関する講演会、研修会、学習会等をいう。

（助成金の交付）

第３条　会長は、会員が行う事業に対し、予算の範囲内において助成金を交付する。

（助成対象経費及び助成金）

第4条 助成金の対象となる経費は、次に掲げるものとする。
（1） 会場費

（2） 講師への謝礼

（3） 講師の旅費

２　助成金の額は、各年度一会員につき３万円を限度とする。

（助成金の交付申請）

第5条　助成金の交付を受けようとする会員は、事業を実施する日の10日前までに助成金交付申請書（様式第1号）を会長あてに事務局へ提出するものとする。

２　前項の助成金交付申請書には、事業計画書（様式第2号）を添付するものとする。

３　助成金の交付申請は、年間を通じて受け付けるものとする。
（事業の中止及び変更）

第６条　会員は、事業の中止及び事業内容に変更が生じたときは、速やかに届け出るものとし、必要に応じ、助成金交付申請書（様式第１号）を再提出するものとする。

（事業実績報告書）

第7条　助成金の交付を受けようとする会員は、事業を実施した日後30日以内に、事業実績報告書（様式第３号）に第４条第１項の経費を支払ったことを証する書類の写しを添えて提出するものとする。

（助成金の支払い）

第８条　会長は、事業実績報告書の提出があった日から１０日以内に助成金を支払うものとする。

（その他）

第9条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、会
長が別に定める。

　　　附　則
この要綱は、平成１９年　５月１７日から施行する。

　　　附　則
この要綱は、平成２０年　５月２７日から施行する。

　　　附　則
この要綱は、平成２３年１０月　１日から施行する。
　　附　則

この要綱は、平成２５年　５月２７日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２５年　１１月２６日から施行する。
　　　附　則

この要綱は、令和６年５月２３日から施行する。
様式第1号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

助　成　金　交　付　申　請　書
平成　年　月　日

　熊本市人権啓発市民協議会

　会長　大　西　一　史　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業・団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話・FAX

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　印

　　熊本市人権啓発市民協議会人権教育・啓発事業助成金交付要綱第5条の

規定に基づき、下記のとおり助成金の交付を申請します。

記

	事業の種類
	要綱第2条に規定する活動

	助成金交付申請額
	　　円

	事業計画書
	様式第2号を添付

	お振込み先
	口座金融機関名（　　　　　　　　　　　銀行）
　　　　　　　（　　　　　　　　　　　支店）

預金種目　　　（　　1.普通　　　2.当座　　）　

口座番号　　　（　　　　　　　　　　　　　）
口座名義人　　（　　　　　　　　　　　　　）



様式第2号

事　業　計　画　書

	事　業　の　内　容

	事業の名称
	

	実施予定年月日及び場所
	

	事業の内容

　　（講演会・研修会・学習会）
	目的

種類

講師

演題

	　事業に係る経費
	事業総予算　　　　　　　　　　　円

講師謝礼金　　　　　　　　　　　円

	対象者及び参加予定者数
	


様式第３号

　事　業　実　績　報　告　書

平成　年　月　日

　熊本市人権啓発市民協議会

　会長　　大　西　一　史　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業・団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話・FAX

                                      代表者　　　　　　　　　　　　印

　　熊本市人権啓発市民協議会人権教育・啓発事業助成金交付要綱第７条

の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

	事　業　実　績　の　内　容

	事業の名称
	

	実施年月日及び場所
	

	事業内容

※講演会、研修会の場合は、講師の住所、氏名及び演題を記入
	

	参加者数
	

	添付書類
	※　講師に支払った謝礼金の領収証の写し


